
第10回日本子ども安全学会

こどもの安全を守るために

実務家・研究者ができること

日時：2023年9月30日（土）13時～17時

会場：東工大蔵前会館 会議室よりオンライン配信

日本大学大学院危機管理学研究科
教授 鈴木秀洋



自己紹介









自治体公務員としてやってきたこと
～安全安心の手法



【住民福祉の増進（自治法1条の２）＝多様な命を守ること】

①【法務担当・訟務として】

〇真実義務を果たす（調査・裁判での主張・立証）

〇説明責任の履行 （裁判： ×本案前 〇証拠提出）

〇修復的司法の理念の実践（対話的・参加的・将来的志向）

〇再発防止 （学会等からの知見の収集・採り入れ）

自治体公務員としてやってきたこと
～安全安心の手法



【住民福祉の増進（自治法1条の２）＝多様な命を守ること】

②【危機管理課長として】

〇新型インフルエンザ対策

（例：食材等を届けるための商店街との協定）

〇東日本大震災に係る避難者の受入れ

（例：住の手当・心的支援・地域受入れ）

〇BⅭP策定（優先順位付け）

〇地域防災計画の修正

〇妊産婦・乳児専用の福祉避難所設置（全国初）※エビデンスに基づく施策

〇防犯のための地区指定・補助・カメラ設置・わんわんパトロール

〇警察との協定、暴力団排除条例制定

自治体公務員としてやってきたこと



【住民福祉の増進（自治法1条の２）＝多様な命を守ること】

③【男女協働課長として】
〇男女平等参画条例制定

※理念を掲げ実効化の制度作り
※苦情申立制度 ※拠点づくり
※性暴力、セクハラ、LGBTQ差別禁止条項

〇シンポジウム後援・共催 ※民間を援助
〇カラーリボンフェスタ ※支援団体を結び付ける
〇UNwomen日本事務所設置 ※シンボル、交流

自治体公務員としてやってきたこと
～安全安心の手法



【住民福祉の増進（自治法1条の２）＝多様な命を守ること】

④【子ども家庭支援センター所長として】

〇おせっかいネットワーク策定 ※ネットワークづくり

〇要対協医療部会設置 ※法律を使う・具現化・応用化

〇居所不明児童への横断的アプローチ

〇専門的人材の配置・育成 ※支援者機関・者の能力向上

〇専門的機関・専門家の協力を仰ぐ ※医療、心理、法律など

自治体公務員としてやってきたこと
～安全安心の手法





児童虐待対応における協働関係図

配偶者暴力ｃ

児童家庭支援セン
ター

厚労省作成図を鈴木秀洋修正追記🄫



研究者としての目指していること

研究者としての研究スタイル・手法
（授業活用を含む）







日本子ども安全学会という挑戦

日本子ども安全学会に、あらゆる対策がつまっている！

しかし、こうした活動は、私人ではなく、

〇公のど真ん中の仕事ではないのか。

公が人的・財的に継続的に行うべきことでは？

〇研究者が深めて行くべきことではないのか？

→実務の場にどうフィードバックしていくか。



研究者としての目指していること

研究者としての研究スタイル・手法
（授業活用を含む。）



研究者として

【目次（以下のスライド）】

①鈴木危機管理学の視点 （５枚）

②アプローチ手法

㋐法的アプローチ

（訟務・法的計画に位置付け・比較法制度）

㋑連携のアプローチ （

㋒理念と具体化・実効化の循環アプローチ

㋓授業での教育・啓発アプローチ



①鈴木危機管理学の視点

鈴木秀洋 『虐待・ⅮⅤ・性差別・災害等 社会的弱者にしない自治体法務』（第一法規）

【（広義の）危機管理学の4つの視座】

第１ 行政法・地方自治法の再構成の視座
第２ 危機管理の視座
第３ 当事者主義の視座
第４ 社会モデルの視座



①鈴木危機管理学の視点

鈴木秀洋『虐待・ⅮⅤ・性差別・災害等 社会的弱者にしない自治体法務』（第一法規）【4つの視座】

第１ 行政法・地方自治法の再構成の視座

①管理・垂直関係重視の法体系
⇒個々人の権利利益の向上と具体的実現

②国側の視点重視
⇒市区町村・地域の視点重視

③危機管理の視点※



①鈴木危機管理学の視点

鈴木秀洋 『虐待・ⅮⅤ・性差別・災害等 社会的弱者にしない自治体法務』（第一法規） 【4つの視座】

第２ 危機管理の視座

①弱者視点・多様性の尊重 （×多数決、「普通」「標準」設計）

②事前対策がすべて （×事後対応（災害時のファインプレー））

③組織・チーム対応 （×個人対応）

④命（心と体）を守り続ける （×瞬間危機管理）



①鈴木危機管理学の視点

鈴木秀洋 『虐待・ⅮⅤ・性差別・災害等 社会的弱者にしない自治体法務』（第一法規）【4つの視座】

第３ 当事者主義の視座 とは

①当事者の声を聞く
×恩恵的 ×傍観 ×一つの学問分野のみの視点

②当事者意識をもった連携・協働
×一機関のみ対応、×二者関係支援、× 申請（受理）方式

③目の前の当事者のための具体的解決策の模索
×抽象、×課題指摘のみ、×第三者評論



①鈴木危機管理学の視点

鈴木秀洋 『虐待・ⅮⅤ・性差別・災害等 社会的弱者にしない自治体法務』（第一法規）【4つの視座】

第４ 社会モデルの視座

×社会的弱者のために ⇒ ○社会的弱者にしない
（社会的弱者にしているのは誰か）

            医療・医学モデル
       ⇒社会モデル（生活モデル）



【アプローチ手法】
㋐ 法的アプローチ

-正しい法理解とその先
（主に政策法務）

●立法法務・解釈法務・訴訟政策法

●訴訟における真実義務・説明責任の履行

●国家賠償法における個人責任（不法行為との比較）

●子どもに関わる機関・者の重い責務





-比較法制度による分析・提言

●虐待対策

①児童虐待、ⅮⅤ、ストーカー法制の比較

②児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の法制比較

③ネットワーク制度の比較（要対協）

●差別解消

①ヘイト、②部落、③障害者

●警察・司法との連関法制

㋐法的アプローチ
-正しい法理解とその先



㋑ 連携のアプローチ



【Q】 一つの学問分野、
一つの機関だけでは、
子どもの命は救えない。
⇒関係機関の連携と協働が不可欠



文科省研修テキストを参考に

鈴木秀洋『虐待・ⅮⅤ・性差別・災害等から市民を守る社会的弱者にしない自治体法務』（第一法規） 53頁



妊産婦 子育て世帯
（保護者）

子ども

こども家庭センター（市区町村）
「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」の見直し

子ども食堂 ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所
＜保育・一時預かり＞

子育てひろば 等
産前産後サポート

産後ケア

訪問家事支援

家や学校以外の
子どもの居場所

○ 児童及び妊産婦の福祉や母子保健の相談等
○ 把握・情報提供、必要な調査・指導等
○ 支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、連絡調
整
○ 保健指導、健康診査等

業
務

様々な資源による
支援メニューにつなぐ

児童相談所協働

※地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

民間資源・地域資源
と一体となった
支援体制の構築

妊産婦、子育て世帯、子どもが気軽に
相談できる子育て世帯の身近な相談機関

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育
て支援拠点事業など子育て支援を行う施設・
事業を行う場を想定。

○市町村は区域ごとに体制整備に努める。

障害児支援

こども家庭センターの設置とサポートプランの作成（１．①関係）

○ 市区町村において、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（母子保健）の設立の意義
や機能は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関
（こども家庭センター）の設置に努めることとする。
※ 子ども家庭総合支援拠点：635自治体、716箇所、子育て世代包括支援センター：1,603自治体、2,451箇所 （令和３年４月時点）

○ この相談機関では、妊娠届から妊産婦支援、子育てや子どもに関する相談を受けて支援をつなぐためのマネジメント
（サポートプランの作成）等を担う。
※ 児童及び妊産婦の福祉に関する把握・情報提供・相談等、支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、母子保健の相談等を市区町村の行わな

ければならない業務として位置づけ

医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞
＜幼稚園の子育て支援等＞

密接な
連携



【Q】 ㋑関係機関の連携と協働が不可欠

抽象的な連携の掛け声では意味がない。
⇒
児童相談所・自治体と

警察の連携の具体的架橋のために

※（厚労省研究事業）
警察官・警察職員のための「児童福祉がわかる」ハンドブック （検討委員会委員長）



-抽象化と具体化の循環

●警察官のためのハンドブック

●スタートアップマニュアル

●※似て非（好事例紹介手法への若干の警鐘）

㋒理念と具体化・実効化の
循環アプローチ





㋓授業での教育・啓発アプローチ



学校の安全－剣太事件

㋓授業での教育・啓発アプローチ



【Q】 遺族が守られていない現実
…表題にあるように
時間は当事者の気持ちを軽くしない…

※ 刑事・民事・行政裁判
※ 教育員会と学校
※ 刑事（被害者学）、心理、教育、福祉、法務
※ 遺族（親ときょうだい）支援





大川小津波高裁判決
（最高裁確定）の

ポイント

①事前対策の必要性

②組織的過失を認めたこと

⇐ 危機管理の要諦



保育園、学校が安全な場であることは、

根源的なこと！



おわりに
～再発防止と予防のために

●実務家・担当者の役割の重要性

●研究者の役割の重要性

・専門的知見はどこにある？

・社会への発信はどのように？

実験的手法の重要性、法制度改善の重要性、

実務担当者への具体的理解と変容を促す（変換）の重要性

⇒実務の穴を発見させる

（外部からはなかなかわからない慣行やルーティン有）



おわりに
～再発防止と予防のために

〇吉川慎之介さんの 生きた証を 未来につなぐ

－ 私達一人ひとり 自分事としての 責務
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